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科学技術イノベーション政策の経済ຠ果 定に関する新たな展開 

 
 （ンター・科学技術政策研究所ࢭᶫ大学イノベーション研究୍）㉥ụఙ୍ ۑ

⸨田୍（科学技術政策研究所（๓⫋）） 

 

 
㸯㸬 ᗎ 

 科学技術政策大⥘ࡸ科学技術ᇶ本計⏬の立にあたってࠊ科学技術イノベーション政策の経済ຠ果の

 定はᖖに㔜要な政策ㄢ題でありࠊ科学技術政策研究所はࢥンパクトなマクロ計量ࣔデルのస成にᚑ᮶

からྲྀり⤌ࢇできた。研究開発のᣢࡘ本᮶的な確実性ࡸ⏕産性向ୖまでの因果関係の」㞧性などから

ᴟめてྲྀᢅが㞴しいㄢ題でありࠊᵝࠎなアプローチを⤫合的に行うことࠊまたࠊこれをᨭえるデータベ

ースの充実がྍḞである。 

本発表では「科学技術イノベーション政策の科学」の文⬦の୰でࠊこれまでの関係研究者ࠊ関係機関

のྲྀ⤌をり㏉るとともにࠊ自らがᢸᙜするプロジ࢙クトを୰心にᚋの展開を考ᐹする。 

なおࠊ本発表ではࠊ「科学技術イノベーション」はࠊ科学技術とࡑれに関係するイノベーションとし

てᢅう。「科学・技術・イノベーション」ࡸ「科学技術・イノベーション」➼のᵝࠎなグ㏙があるがࠊ

ここでは୍体的にᢅう立ሙとして「科学技術イノベーション」として表グする。またࠊ「科学技術イノ

ベーションᡓ␎」はࠊ科学技術ᇶ本計⏬ྛࠊ研究分野ࡸ♫会ㄢ題ẖの研究開発ᡓ␎などࠊ科学技術イノ

ベーションに関する政策の୍定の政策体系をいう。ᙜ↛のことながらࠊ「⎔ቃ政策」ࠊ「Ᏻಖ㞀政策」

➼の㔜なる部分もある。 

 

㸰㸬 これまでのྲྀ⤌とᚋの展開 

（㸯）政策࢜プションのస成に向けたᵝࠎなアプローチ 

政策にはࠊ施策ࠊプログラムࠊプロジ࢙クトという階ᒙがありࡑࠊれࡒれの階ᒙの構成要⣲は┦に

影響し合ってୖࠊୗの階ᒙに影響を与えるものである。政策に実するにあたってはࠊどの階ᒙのどの

要⣲を᳨ウしているのかを明確にព識する必要がある。研究のഃ面からは既にࠊマクロとミクロの関係

の㔜要性を㏙べたところであるがࠊ政策面においてもマクロな構造をព識しࡘࡘミクロな構造を᳨ウす

ることࠊまたࡑࠊの㏫もᴟめて㔜要である。えばࠊ㸿施策は༢⣧にୖの政策にプラスのຠ果を与え

るのみではなくࠊ関連する㹀施策を通じてୖの政策にマイࢼスの影響を与えるྍ⬟性もある。これは

政策の現ሙでよく行われる≉定プロジ࢙クトの費用対ຠ果分析などが㝗りࡸすい⨜である。༢⣧にࠊ「マ

クロ」と「ミクロ」のどࡕらがⰋいという㆟論ではない。 

≉にࠊデータ㛫の┦関関係に౫存した分析はࡑࠊの因果関係に対する論⌮が༑分であるとࠊ現状㏣

認的になるおࡑれがある。୍方ࠊ⌮論に立⬮した分析は୍ࠊ⯡化ࡸᢳ㇟化する過⛬においてࠊಶ別ල体

的な情報をษりᤞてࡊるをᚓない面がある。⤌⧊ࡸಶ人の⬟ຊが᭷㝈である以ୖࠊ「⬟な分析」とい

うものはありᚓない。政策ᙧ成の実ົにおいてはࠊ実ົ的な行政経験からの▱見ࠊ定性的なࢣーススタ

デ➼の成果ࠊデータ㛫の┦関関係にᇶ࡙く分析結果ࠊ⌮論（えばࠊ経済学）にᇶ࡙く分析結果➼か

らࠊ▱見の整⌮・⤫合・構造化を行いࠊ政策࢜プションをస成することになる。（ᅗ㸯ཧ↷） 

これまでの科学技術政策はࠊṔྐ的にಶ別プロジ࢙クトの推㐍に比㔜がありࠊ体を᮰ねる論⌮ࡸ

体構造の୰でಶ別施策➼を┦対的にホ౯するど点はᙉいとはいえなかった。これがࠊいわゆる「分け」

によるᢈุࡸ国Ẹからのᕧ㢠な研究開発投資に対する疑問の㐲因になっている。科学技術政策がイノベ

ーション政策としてࠊ♫会・経済システムとの関係性が㔜どされるならばࡑࠊのためのᯟ⤌みが㔜要に

なる。 

 科学技術イノベーション政策のຠ果を 定及びホ౯するためにはࠊ科学技術イノベーション政策ࠊ科

学技術イノベーションシステム及び経済♫会システムをࡘなぐ分析のᯟ⤌みを構⠏することࠊᵝࠎなデ

ータを᭷機的に⤫合することが必要になる。本発表ではࠊこのうࡕ発表者がᢸᙜするいくࡘかのプロジ

 いて⤂する。（ᅗ㸰ཧ↷）ࡘクトに࢙
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（㸰）科学技術イノベーション政策における資※㓄分・㔜要施策データベース 

科学技術イノベーション政策のຠ果を 定するୖでࠊ最もୖ流ഃにᒓするものとしてࠊ政策における

インプットに関する情報が必要となる。このためࠊ科学技術政策研究所は科学技術イノベーション政策

における資※㓄分及び㔜要施策にデータベースを整ഛ୰である。 

資※㓄分データベースはࠊ科学技術関係経費の㓄分にࡘいてࠊ会計別ࠊ付別ࠊ省ᗇ別ࠊ研究分野別ࠊ

OECD ♫会・経済┠的別➼の分㢮ẖに分㢮・整⌮したものである。ྍ⬟な㝈りࠊ長期㛫のデータの整⌮を

┠指しており୍ࠊ部にࡘいては㸯㸷㸴㸮年代ࠊ㸯㸷㸵㸮年代から㏣㊧ྍ⬟なものもある。୍部のデータ

をᅗ３及び㸲に示す。本データベースにࡘいてはࠊ㸰㸮㸯㸯年ᗘに概ねస成はしࠊ㸷月現在ࠊ公開

に向けて‽ഛ୰である。 

図䠏 ⛉学ᢏ⾡㛵ಀ⤒㈝ ┬ᗇ別ศ㢮
� 19ᵕ0年ˊには、૨ᢿႾ及び科学技術庁が科学技術関̞ኺᝲのᾇлᡈくをҩめていたが、2000年ˌᨀは6лӨҞịとなって

いる。
� ᠾ൦産Ⴞの構成ൔは19ᵕ0年度の6ᵃឬからɦᨀし19 0p 年ˊҞịにはᵑήӨになった。
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㻯㼡㼘㼠㼡㼞㼑㻘 㼞㼑㼏㼞㼑㼍㼠㼕㼛㼚 㼞㼑㼘㼕㼓㼕㼛㼚 㼍㼚㼐 㼙㼍㼟㼟 㼙㼑㼐㼕㼍

㻱㼐㼡㼏㼍㼠㼕㼛㼚

㻭㼓㼞㼕㼏㼡㼘㼠㼡㼞㼑

㻴㼑㼍㼘㼠㼔

㻵㼚㼐㼡㼟㼠㼞㼕㼍㼘 㻼㼞㼛㼐㼡㼏㼠㼕㼛㼚 㼍㼚㼐 㼠㼑㼏㼔㼚㼛㼘㼛㼓㼥

㻱㼚㼑㼞㼓㼥

㼀㼞㼍㼚㼟㼜㼛㼞㼠㻘 㼠㼑㼘㼑㼏㼛㼙㼙㼡㼚㼕㼏㼍㼠㼕㼛㼚 㼍㼚㼐 㼛㼠㼔㼑㼞 㼕㼚㼒㼞㼍㼟㼠㼞㼡㼏㼠㼡㼞㼑㼟

㻱㼤㼜㼘㼛㼞㼍㼠㼕㼛㼚 㼍㼚㼐 㼑㼤㼜㼘㼛㼕㼠㼍㼠㼕㼛㼚 㼛㼒 㼟㼜㼍㼏㼑

㻱㼚㼢㼕㼞㼛㼚㼙㼑㼚㼠

㻱㼤㼜㼘㼛㼞㼍㼠㼕㼛㼚 㼍㼚㼐 㼑㼤㼜㼘㼛㼕㼠㼍㼠㼕㼛㼚 㼛㼒 㼠㼔㼑 㻱㼍㼞㼠㼔

7
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 㔜要施策データベースは。白書➼の公開データをᇶにࠊ㔜要施策を㸳㸮⛬ᗘの施策⩌ẖに分㢮しࠊ施

策の体系のもとに構造化するものである。科学技術白書が発刊された㸯㸷㸳㸮年代より政策ࠊ施策➼の

Ṕྐ的変㑄を㏣㊧できることを┠指す。2012 年ᗘ୰のస成をண定している。 

 なおࠊ資※㓄分データベースࡸ㔜要施策データベースのస成はࠊOECD STI OutlookࠊMain Science and 

Technology Indicators ➼の国際的な活動との整合性にも␃ពするண定である。 

図䠑 㔜せ⟇䝕䞊䝍䝧䞊䝇の䜲䝯䞊䝆

ϳ

・・・

科学技術基本法は、科学技術の振興を地方公共団
体の責務とした。第１期基本計画では、地域におけ
る科学技術の振興について述べている。

これらに先だち、科学技術会議では、1995年11月
に諮問第22号「地域における科学技術活動の活性
化に関する基本指針について」に対する答申を提出
していた。これら計画等に従って、国及び自治体では
地域科学技術振興のための各種の事業を開始した。

科学技術庁においては、1996年度より「地域研究
開発拠点支援事業（RSP事業、Regional Science 
Promotion Program）」を開始した。この事業は、自治
体においては大変評価されていた事業である。指定
された地域において、科学技術コーディネーターが委
嘱され、地元での発展可能性のある技術シーズを発
掘し、育成する。本事業は2005年度をもって終了と
なったが、その間全国42か所で実施された。

RSP事業では、産学官の人や研究情報の交流を活
発にする「ネットワーク構築型」と地域の大学等の研
究シーズを育成・活用する「研究成果育成型」の2タ
イプが設けられた。

ᨻ⟇の⣔㆕

事業名 実施時
期

概要 予算額

科学技術庁「
地域研究開発
拠点支援事業
（RSP事業、
Regional 
Science 
Promotion 
Program）」

1996～
2005年
度

指定された地域にお
いて、科学技術コーデ
ィネーターが委嘱され、
地元での発展可能性
のある技術シーズを発
掘し、育成する。全国
42か所で実施された
。

RSP事業では、産学
官の人や研究情報の
交流を活発にする「ネ
ットワーク構築型」と地
域の大学等の研究シ
ーズを育成・活用する
「研究成果育成型」の
2タイプが設けられた。

・・億円

（掲載でき
るような
数字をつ
くれるかど
うか・・）

䛺㛵㐃ᴗ䝸䝇䝖（㠀ண⟬⟇ྵ䜐）

䛭ののᴗ䝸䝇䝖

事業名のみ

地ᇦ⛉学ᢏ⾡の

・採択拠点のリスト

・拠点別の予算配分額（
難）

ᖏሗ

䝞䝹䜽ⓗ

 
（３）科学技術イノベーション政策と経済政策体系との᥋続 

 成長ᡓ␎➼における政策論として科学技術イノベーション政策の㔜要性は認識されているがࠊල体的

な経済指ᶆࠊ経済ࣔデルにᇶ࡙くண ➼の経済政策体系のᑟ入は᳨ウの㏵ୖにあるのが現状である。

経済指ᶆでは2008ࠊSN$ を㋃まえࠊ国Ẹ経済計算において研究開発をᾘ費ではなく投資としてᢅうࠊい

わゆる「㹐㸤㹂の資本化」の᳨ウが㐍ࢇでいる。またࠊ経済ࣔデルにࡘいてはࠊ国際機関ྛࠊ国政ᗓ関

係機関➼が⊂自のࣔデルを構⠏しているがࠊ研究開発を明示的にᢅったものとしてはࠊIMF�Multimod 拡

ᙇ版ࠊE8�NEMSISࠊNISTEP ᚑ᮶ࣔデルがある。 

 科学技術政策研究所は୍ᶫ大学と連ᦠしࠊ㸰㸮㸯㸯年ᗘにࠊձ国際機関ྛࠊ国政ᗓ機関➼の経済ࣔデ

ルに関する文献調査（表㸯）ࠊղ大つᶍ経済ࣔデルの科学技術イノベーション政策のᑟ入を᳨ウする

ためのヨ行ࣔデル（MaeSTIP）の開発（ᅗ㸴）ࠊճ᭷識者からのព見⫈ྲྀを行った。この結果としてࠊ㹐

㸤㹂資本化をྵࡴデータ整ഛの㔜要性ࠊ科学技術イノベーション政策ࠊ研究開発及び⏕産性の㛫の関係

性に関する࢚ビデンス㔜要性が指摘された。2012 年ᗘはこれをල体化するための調査研究を行うண定で

ある。なお5ࠊ	D 資本化にࡘいてはࠊᇶ♏データとしてࠊ研究開発ストックの㝞⭉化⋡・タイムラグࠊ

研究開発デフレータࠊ研究・ᩍ⫱㛫のᚑ事比⋡➼が᭷用でありࠊ文部科学省ࡸ NISTEP の▱見が期ᚅさ

れている。 
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⛉学ᢏ⾡䞉䜲䝜䝧䞊䝅䝵䞁ᨻ⟇䚸◊✲開発➼のᢅ䛔

⪃៖䛧䛺䛔 ⪃៖䛩䜛

ᚑ᮶ᆺ䝬䜽䝻⤒῭
䝰䝕䝹（䝬䜽䝻ィ㔞
䝰䝕䝹）

䞉⤒῭㈈ᨻ䝰䝕䝹（ෆ㛶ᗓ） 䞉NISTEPᚑ᮶䝰䝕䝹
(NISTEP)
䞉NEMESIS�(EU)

ື学୍⯡ᆒ⾮䝰䝕
䝹

䝝䜲䝤䝸䝑䝗ᆺ䝰䝕
䝹

䞉QͲJEM（日㖟）

䞉▷ᮇ日本⤒῭䝬䜽䝻㍍㔞䝰䝕
䝹（ෆ㛶ᗓ）
䞉MULTIMOD Mark�Ϫ(IMF)
䞉䠢䠮䠞Global�(FRB)

䞉MULTIMOD Mark�Ϫᣑᙇ
∧(IMF)
䞉ᴌ䝥䝻䝆䜵䜽䝖（୍ᶫ）

表䠍 国ෆእの௦表ⓗ䛺බⓗ䛺⤒῭䝰䝕䝹

大つᶍ
」㞧

ᑠつᶍ
䝅䞁䝥䝹

䝕䞊䝍㛫の
┦㛵䛻౫Ꮡ

⌮ㄽ䛻❧
⬮

 
ᅗ㸴 大つᶍ経済ࣔデルの᥋続に関するヨ行のࢥンࢭプト 

⛉学ᢏ⾡䜲䝜䝧䞊䝅䝵䞁䝤䝻䝑䜽 䝬䜽䝻⤒῭䝤䝻䝑䜽

㈇ᢸ※別◊✲㈝ ⤌⧊別⏝◊✲㈝
⛉学ᢏ⾡
㛵ಀ⤒㈝

㈨本 ≀౯

㔠
ᨻᗓ◊✲開発

ᢞ㈨⥲㢠
⥲㢠㻳㻰㻼ẚ

1䠂
ᨻᗓ㈇ᢸ
◊✲㈝

大学➼⏝
◊✲㈝

ປാ 㟂せ䈈

䝷䜾䚸㝞⭉⋡

䝷䜲䝣䜲䝜䝧䞊
䝅䝵䞁

ศ㔝䚸⟇
ศ㢮別㓄ศ

බⓗᶵ㛵
⏝◊✲㈝

䜾䝸䞊䞁䜲䝜
䝧䞊䝅䝵䞁

㼀㻲㻼

Ᏻ䛛䛴㇏䛛
䛷㉁の㧗䛔国
Ẹ⏕ά

➇தⓗ㈨㔠
䜈の㓄ศ

Ẹ㛫㈇ᢸ
◊✲㈝

ᴗ➼㈇ᢸ
◊✲㈝

₯ᅾ㻳㻰㻼

䈈 䝷䜾䚸㝞⭉⋡

⛉学ᢏ⾡䝅䝇
䝔䝮ᨵ㠉

እ国㈇ᢸ
◊✲㈝

ᢏ⾡㍺ධ 㻳㻰㻼

䝷䜾䚸㝞⭉⋡

⤒῭ᡂ㛗➼䛻䜘䜛◊✲開発ಁ㐍

⛉学ᢏ⾡
䜲䝜䝧䞊䝅䝵䞁ᨻ⟇

⛉
学
ᢏ
⾡
ᨻ
⟇
䞉
㈨
※
㓄
ศ
䝕
呎

䝍
䝧
呎

䝇

咁
௬
⛠

咂

⛉
学
ᢏ
⾡
◊
✲
ㄪ
ᰝ

大学䞉බⓗ
ᶵ㛵➼◊✲
開発䝇䝖䝑䜽

ᴗ➼◊✲
開発䝇䝖䝑䜽

ᑟධ▱㆑䝇
䝖䝑䜽

◊
✲
開
発
䛻
䜘
䜛
⏕
⏘
ᛶ
ྥ
ୖ
ຠ
ᯝ

 
 

（㸲）動学୍⯡均⾮ࣔデルを用いた科学技術イノベーション政策の経済成長分析・ホ౯ 

経済学ではࢯࠊローをጞ♽とする経済成長論がこの分野の⌮論・実ドのᇶ♏としての機⬟を果たして

おりࠊいままでもࢣインࢬ型ࣔデルを๓提として政ᗓࡸ国際機関の大つᶍ計量経済ࣔデルが開発されて

きた。これに対してࠊᑗ᮶のྛ経済主体の合⌮的な行動を┒り㎸みࠊ経済ཌ⏕体のỈ‽➼をホ౯する

ことができる動学୍⯡均⾮ࣔデルが開発された。ࢣインࢬ型計量ࣔデルがᐙ計ࡸ業の行動方⛬ᘧのパ

ラ࣓ターを所与のものとしている（「ルーカスᢈุ」とばれる）のに対しࠊ動学୍⯡均⾮ࣔデルは政

策が行動パラ࣓ターに影響するྍ⬟性を考៖したというすぐれた点をもࡘ。しかしながらࠊ動学୍⯡均

⾮ࣔデルはࠊ計算量がከくࠊ実ົ的な用に⪏える大つᶍかࡘ」㞧なࣔデルを構成するのがᅔ㞴なഃ面

がある。このことからࠊ政ᗓࡸ国際機関のࣔデルにはࠊ⌮論的な立ሙからのᢈุはあるもののࠊᚑ᮶型

ࣔデルと動学୍⯡均⾮ࣔデルがඹ存している状況にある。 

動学୍⯡均⾮ࣔデルに科学技術イノベーション政策をᑟ入することはࠊ最も⌮論的なアプローチ（ᅗ

㸯ୗ部分）でありࠊのᡭἲと⿵的なᙺを果たす。୍ᶫ大学イノベーション研究ࢭンターᴌᩍ

ᤵの研究チーム（発表者も࣓ンバー）がこれにྲྀり⤌ࡴことを計⏬している（JST 公ເ型研究開発プロ

グラムに⏦ㄳ୰）。 
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３㸬 まとめ 

科学技術イノベーション政策の経済ຠ果の 定はࠊ研究開発のもࡘ本᮶的な確実性ࠊࡸ⏕産性の向

ୖまでの因果関係の」㞧性➼からᢅྲྀࠊが㞴しいㄢ題である。ᚑってࠊマクロからミクロࠊ⌮論から実

ドࠊ定性から定量などᵝࠎなアプローチを⤫合的に行う必要がある。≉にࠊこれらの分析は༢なる学術

研究ではなくྛࠊ分析㛫の比較ྍ⬟性ࡸ分析ᡭἲࡸ指ᶆのᶆ‽化ࡸᶆ‽化に␃ពする必要がある。 
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